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はじめに 
 
平成２８年熊本地震、令和２年７月豪雨災害、また新型コロナウイル

ス感染症に対する経済対策として、手厚いご支援を賜り、改めて深く感

謝申し上げます。 
２０２３年３月、熊本地震からの創造的復興のシンボルに位置づけら

れていた、阿蘇くまもと空港の新旅客ターミナルビルが開業し、７月に

は南阿蘇鉄道が全線再開され、熊本地震で被災した主要な交通インフラ

の復旧が完了しました。 
こうした中、国家的プロジェクトのＴＳＭＣの工場進出を機に、半導

体関連企業の集積が相次ぐなど、熊本は今、全国から一際注目を集めて

いる状況にあり、明治維新以来の好機と言えます。今後、国内や海外、

特に台湾との間で人の往来が活発化し、県内の交流人口の拡大が期待さ

れる中、その波及効果を３年に亘ったコロナ禍で苦しんだ企業はもとよ

り、幅広く、県下全域へと広げていかなければなりません。 
熊本県商工会議所連合会では、２０２３年３月には「台北市進出口商

業同業公會（ＩＥＡＴ）」、同年６月には「中華民国三三企業交流会」、「台

日商務交流協進会」と経済交流促進に関するＭＯＵを締結しました。Ｔ

ＳＭＣの熊本進出で、これまで以上に台湾と熊本の結びつきが強くなる

中、台湾の経済団体とのＭＯＵ締結は、半導体産業にとどまらず、観光

やビジネス・人材面での相互交流拡大において、非常に大きなターニン

グポイントになることが予想されます。 
この千載一遇のビッグチャンスを通して地域経済を再び成長軌道へと

戻し、ひいては熊本の将来の発展に繋げていくため、県内９商工会議所

は、地域経済を支える中小企業・小規模事業者の支援機関として、引き

続き事業者の支援と地域経済の活性化に、積極的に取り組んで参ります。 
そのためにも行政のさらなるご支援が不可欠であることから、次の事

項に関して特段のご配慮をいただきますようお願いいたします。 
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Ⅱ．社会資本整備・開発構想の推進

（１）⾼速道路網及び主要道路網の整備
<⾼規格幹線道路>
①南九州⻄回り⾃動⾞道
②九州横断⾃動⾞道延岡線（通称：九州中央⾃動⾞道）

<地域⾼規格道路>
➀中九州横断道路、②熊本環状道路
③熊本天草幹線道路、④有明海沿岸道路
⑤熊本都市圏北連絡道路・南連絡道路、熊本空港連絡道路

<国道>
国道3号 ①植⽊バイパス、②「宇城〜⼋代」間

Ⅰ．環境変化に対応するための経済対策

※赤字・・・新規項目

（１）エネルギー・原材料価格⾼騰による事業者への影響を抑える
支援策の実施

①経営改善普及事業予算の十分かつ安定的な確保、
「経営発達⽀援計画」「事業継続⼒強化⽀援計画」に基づく
支援事業への継続支援、ならびに商工会議所の組織・機能強化

②台湾との相互交流に向けたさらなる積極的な⽀援
③会館の改修・移転や組織内のDX化に対する財政的な支援

１．環境変化に対応する中小企業等への支援施策の拡充

（１）「２０２４年問題」に対応するための取組みの推進
①軽油引取税の負担軽減及び⾼速道路の利⽤料無償化など
業務用トラックを有する事業者への支援

②⼀般消費者を含む社会全体での価格転嫁に対する理解促進・啓発
③物流事業者が取組む⼈材確保やドライバーの処遇改善、
省⼈化に対する⽀援

④荷主企業も含めた積極的な物流効率化の取組み促進・機運醸成

２．中⼩企業の労働⼒確保、⽣産性向上に対する⽀援

（６）多様な人材が活躍できる環境の整備
①人材確保に向けたマッチング支援、社内人材のリスキリング・教育訓練
に関する支援強化

②働きやすい職場環境の整備への支援
③地方への外国人就労に向けた環境整備ならびに外国人の継続雇用
に関する制度・取組の実現

④特定技能制度の対象外業種に対する配慮

（２）環境変化に応じた人材確保等への支援
①DX推進や省⼒化への投資⽀援を含む⼈材確保⽀援
②UIJターンの推進、税制優遇、雇用補助など地方への移住・定住促進
に向けた支援策の強化

（１）新製品・サービス開発及び新たな販路獲得に向けた
支援策の拡充

①ものづくり補助⾦など助成制度や⾦融⽀援の拡充、ならびに成⻑分野
への進出やイノベーションの妨げとなる規制・制度の改⾰

②小規模事業者持続化補助⾦の継続・拡充
③海外販路開拓に向けた⽀援

（２）業態転換を後押しする支援策の継続・拡充
①事業再構築補助⾦に関する活⽤促進に向けた周知強化、ならびに
事務⼿続きの迅速化および要件の簡素化、また速やかな補助⾦交付

（４）新たな経済の担い手育成に向けた支援
①創業に係る各種補助⾦の予算化、ならびにコストを抑えた創業の促進
②信⽤保証付きの創業融資における経営者保証を不要とする体制整備
③地域企業と連携した起業家教育の推進、起業マインドの醸成

５．商工会議所の支援体制の強化等

１．社会資本整備

（２）熊本県内の港湾整備促進
①熊本港、②八代港、③本渡港

（３）阿蘇くまもと空港の拠点性向上に向けたアクセス整備
①空港アクセス鉄道「肥後大津ルート」の早期整備促進

（２）円滑な価格転嫁に向けた⽀援策の拡充
①「パートナーシップ構築宣言」のさらなる普及・拡大の推進
並びに宣言企業へのインセンティブ拡大

②価格転嫁拒否の取り締まり推進、価格転嫁に資する経営⼒強化⽀援
の充実、消費者の需要喚起対策の措置

③下請法の厳格な運用ならびに実効性の確保
④価格転嫁に対する消費者の理解浸透・啓発

（３）中小企業・小規模事業者の経営実態に応じた
最低賃⾦制度のあり⽅の抜本的⾒直し

（３）インボイス制度の導⼊ならびに電⼦帳簿保存法対応に
向けた支援

①指導・助⾔をはじめとしたインボイス制度導⼊にかかる負担軽減
②電子帳簿保存法における要件緩和策の積極的な広報
③制度導⼊に合わせたデジタル化推進への⽀援

（４）デジタル化・DX対応への支援策の拡充
①ＩＴ活⽤・導⼊関連補助⾦など⽀援策の継続・拡充
②デジタル活用・導入に係る人材育成や専門家派遣など一層の支援
③サイバーセキュリティ強化への支援、ならびにサプライチェーン全体の
セキュリティ確保支援

（５）⼈材の流出が著しい観光関連産業の労働⼒確保に向けた
取組み

３．中小企業の自己変革や新たな挑戦を後押しする
支援策の拡充

（３）事業承継・事業引継ぎのさらなる機能強化
①事業承継に関する補助⾦の継続と補助⾦額拡充ならびに⼿続きの簡
素化

②売り手と買い手の段階的な情報開示によるマッチングの促進
③グループ補助⾦活⽤事業者の事業承継に伴う財産処分発⽣時の
柔軟な対応

④熊本県事業承継・引継ぎ支援センターへの支援強化
⑤関連税制の活用促進、関連施策の要件緩和
⑥「経営者保証に関するガイドライン」や「経営者保証改革プログラム」の
周知徹底

（５）グリーン成⻑戦略の中⼩企業への波及推進及び⽀援強化
①脱炭素効果の高い設備導入に係る負担軽減措置
②技術開発に取り組む事業者への資⾦及び技術⾯での⽀援

４．中小企業・小規模事業者の基盤強化・事業環境整備

（１）コロナ禍の影響を受けた企業に対する継続的な支援

①マル経融資制度の拡充
②コロナ関連特別融資の据置期間延⻑、条件変更など柔軟な対応
③資本性劣後ローンなど資本強化への柔軟な対応

（２）中堅・中小企業等の財務基盤強化や雇用維持に資する
税制措置

①中⼩企業の法⼈税軽減税率の延⻑、恒久化、ならびに⽋損⾦の
繰越控除の拡充や⽋損⾦の繰戻還付期間の拡充

②固定資産税等の軽減措置、ならびに中堅企業への適用拡大
③所得拡⼤促進税制の延⻑、総額要件の廃⽌等要件緩和、
少額減価償却資産特例の拡充

④法人事業税の外形標準課税の中小企業への拡大反対



（１）本格的なインバウンド再開を⾒据えた受け⼊れ促進
①阿蘇くまもと空港発着の海外定期便の誘致
②阿蘇くまもと空港の九州におけるハブ機能の強化
③地域資源の磨き上げ、新たな特産品・観光商品の開発への支援
④外国⼈観光客を対象とした新たな免税制度の創設
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９．エコパーク水俣の施設の充実

①各種イベントやスポーツ大会誘致に対応できる「全天候型多目的施設」
の整備

②増加する来場者へ対応した椅子・日よけ・トイレなど施設の充実
③エコパーク⽔俣へのアクセス道路の整備
④国道３号への「水俣広域公園(エコパーク水俣)」案内看板の設置
⑤肥薩おれんじ鉄道「エコパーク水俣駅(仮称)」の誘致

Ⅲ．地域・観光振興の促進

５．天草市が進める回遊性観光の確⽴

①新幹線〜シャトルバス〜フェリー〜天草までの交通⼿段の充実、出⽔
駅及び国道３号及び南九州⻄回り⾃動⾞道から天草⽅⾯への観光
案内板の設置、世界遺産登録の告知の充実
②⽜深〜蔵之元間フェリーの整備助成の継続、⾮常災害時における
生活物資運搬等対応のため新船及び予備船の配備確保、
利⽤客の安全設備の設置、各駐⾞場の整備充実等の検討

③牛深港台場地区（漁協跡地）における宿泊施設・販売拠点整備等
を含めた再開発や有効活用、継続的な跡地開発整備に対する支援
④牛深ハイヤ大橋の恒久対策のための予算措置と進展状況の定期的な
説明、修復⼯事の際の物流や交通安全に配慮したう回路等の整備

６．ユネスコ無形文化遺産に登録決定された
「野原⼋幡宮⾵流」の観光資源としての活性化⽀援

①地域観光振興資源として有効活用を図るうえでの支援

※赤字・・・新規項目

Ⅱ．社会資本整備・開発構想の推進

（４）熊本都市圏の渋滞緩和策
①熊本市中⼼部と⾼速道路や阿蘇くまもと空港を結ぶ都市⾼速道路
などによる道路ネットワーク構築
②市内の通過交通の排除及び渋滞緩和のための道路⾼架化
③多様な交通モードが連携可能な道路空間の創出
④公共交通の利活⽤や⼆次交通の整備推進

（５）県道３４７号寺田岱明線の渋滞緩和
①⾼瀬⼤橋上の右折⾞線の延伸
②信号の時差の最適化および区間内の信号の連動

１．観光産業の需要回復と事業継続に向けた⽀援

（１）実効性の高い観光需要策の促進
①全国を対象とした需要喚起策の継続による需要回復ならびに
観光業者の救済に繋がる仕組みづくり

②消費者の旅⾏マインドを持続させる取組みや事業効果を広く地⽅に
⾏き渡る仕組みづくり

２．地域への波及効果の高い観光の振興
（２）八代・天草シーラインの実現に向けた推進
①“⼋代・天草シーライン建設促進⺠間協会期成会”、
“八代・天草シーライン建設促進協議会”との連携体制強化

②構想路線から計画路線への格上げ推進
③ “⼋代・天草シーライン建設促進⺠間協会期成会”、“⼋代・天草
シーライン建設促進協議会”さらには地域の皆様とも連携した
意⾒交換会、啓発看板の設置、全国的な署名活動の実施

④⼋代ＩＣから⼋代港への臨港線（熊本県道３３６号⼋代港線）
の⾼規格道路としての整備

（１）島原・天草・⻑島架橋構想及び九州⻄岸軸構想の実現
①天草・⻑島架橋及び島原・天草架橋建設に資する調査の再開
②島原道路の整備促進及び島原天草⻑島連絡道路の具体化に
向けた検討の実施

③必要な道路整備のための予算確保

２．開発構想の推進

７．くまモンポート⼋代の利活⽤

①クルーズ船の入港促進のための営業活動や施設整備
②日常的なにぎわい創出する公園内の遊具やイベントスペースなどの整備
③駐⾞場・公園の使⽤料のイベント開催時の無償化・軽減処置の継続
④「ばんぺいゆ号」を利⽤したくまモンポート⼋代までの路線延⻑

（２）観光産業の事業継続支援
①観光産業事業者への当⾯の資⾦繰りや設備投資等に対する
財政⾯での強⼒な⽀援

②各種税や社会保険料の納付猶予に伴う延滞⾦の撤廃
③地⽅税や地⽅公共団体の利⽤料⾦の全国⼀律での減免
④納付猶予分⽀払いを対象とした融資制度の創設

（３）感染症類型の２類相当から５類への引き下げ後の対応
①新型コロナウイルス感染症の医療費や検査費⽤の公費負担および
段階的な通常の保険診療への移⾏

（３）観光を支える交通基盤への支援
①航空会社（コミューター航空会社含む)への直接支援を含めた
施策の実施

②空港と鉄道等が連携して実施する観光客の誘致・回遊策への支援
③アクセス改善や周辺地域との連携を図る二次交通の充実
④MaaSの普及促進、地域公共交通の連携推進への支援拡充

３．ＪＲ肥薩線の早期全線復旧とSL人吉の保存・展示

４．阿蘇の世界文化遺産登録に向けた支援

①世界遺産暫定一覧表への追加記載

（３）やつしろ物流拠点構想の推進
①「新八代駅周辺グランドデザイン」に対する支援
②TSMC稼働に向け、新たなガントリークレーンを設置した八代港の
利⽤促進
③九州各地からの農産物の収集促進・生鮮食品加工業の誘致と
地域ブランド 「ＹＡＴＳＵＳＨＩＲＯ」の確⽴

④CFS倉庫の利⽤促進による定温・低温倉庫の拡充と輸出拡⼤
⑤コンテナヤード及び倉庫等施設面積の拡張
⑥ＤＸを利⽤した荷役作業や輸送⼿段の効率化と機能強化

（２）地域の歴史・⽂化遺産の利活⽤促進
①文化財や特別史跡の柔軟な利活用のための文化財保護法や
都市計画法に基づく規制の緩和

（４）ビジネスイベントや国際会議を始めとするMICEの誘致推進

８．くまもと県南フードバレー構想の推進

①県南に所在する商工経済団体等が参加する会議の設置
②販路拡⼤に向けた県南ブランドへの転換のための統⼀的な戦略や
プロモーションの展開
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Ⅰ．環境変化に対応するための経済対策 
国内経済は、新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行に伴い、社会経済活動

が正常化しつつある。しかしながら、エネルギー価格の高騰や原料高、物価高、人

手不足など経営環境は厳しく、加えて、賃上げや本格化するコロナ関連特別融資の

返済にも対応を迫られており、中小企業・小規模事業者にとって危機的な状況が続

いている。 
こうした中、急速な経営環境の変化に対応し、地域経済が成長していくためには、

中小企業・小規模事業者による自己変革とコロナ禍からの脱却を図るための支援策

が重要である。デジタル活用による生産性の向上、事業承継や業態転換、取引適正

化を通じた付加価値の創造、ＳＤＧｓへの対応など、将来の成長に前向きに取り組

む事業者の後押しが求められる。 
観光面においても、コロナ禍により大打撃を受けた観光産業の復活に向けた地域

の魅力向上を図るとともに、観光関連事業者の経営力強化や業績回復を図っていく

必要がある。 
熊本県は、ＴＳＭＣをはじめ半導体関連企業の活発な進出を受け、居住人口や就

業人口増加の絶好のチャンスを迎えている。この一連の動きを将来への確実な成長

に繋げていかなければならない。 

以上の観点から、熊本県下商工会議所は、これまでに蓄積した支援ノウハウや商

工会議所間のネットワークを活かし、引き続き、地域の事業者の活力強化と地域経

済の活性化を強力に推し進めていく。 

ついては、下記事項に関する特段のご支援を賜りたい。 

 

１．環境変化に対応する中小企業等への支援施策の拡充 

（１）エネルギー・原材料価格高騰による事業者への影響を抑える支援策の実施 
エネルギー・原材料価格の高騰、円安などにより、中小企業・小規模事業者の

コスト負担が幅広い業種で増加している。こうした状況を受け、国は「原油価格・

物価高騰等総合緊急対策」等による対策を講じているものの、価格高騰が長期化

すれば、中小企業・小規模事業者ひいては国民生活への影響は一層大きなものに

なりかねない。 

ついては、事業者への影響が最小限にとどまるよう、環境変化に応じた機動的

かつ息の長い確実な支援をお願いしたい。 

 

（２）円滑な価格転嫁に向けた支援策の拡充 
中小企業・小規模事業者はエネルギーや原材料価格の高騰、円安などさまざま

な要因によるコスト増に加え、企業収益の圧迫や消費低迷といった新たな危機に

直面している。しかし、これらのコスト上昇分を転嫁することが難しく、利益が

大きく圧迫され、経営に多大な影響を受けている。 

ついては、企業間の適切な取引のため、「パートナーシップ構築宣言」のさら

なる普及・拡大の推進と、その実効性を高めるため宣言企業への税や補助金等の

インセンティブ拡大を講じていただきたい。 
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その他、①消費税転嫁対策特別措置法に基づく、価格転嫁拒否取り締まりの推

進継続、価格転嫁に資する経営力強化（資金繰り、コスト見直し、価格戦略等）

に関する支援の充実及び消費者の需要喚起のための対策、②下請法の一層の厳格

な運用、「価格交渉促進月間」等の継続や実態把握や取引適正化対策の徹底・監視

強化による実効性の確保、③人件費の上昇、物価高に伴う価格転嫁に対する消費

者の理解浸透・啓発に係る支援をお願いしたい。 

 

（３）中小企業・小規模事業者の経営実態に応じた最低賃金制度のあり方の抜本的見直し 

近年の最低賃金の決定は、明確な根拠が示されないまま、中小企業・小規模事

業者の経営実態を超える大幅な引き上げが続き、中小企業・小規模事業者は実力

以上の賃上げを強いられてきた。特に昨年は、データに基づいた議論が進められ

たとはいえ、最低賃金を決める３要素のうち、物価高の影響による「労働者の生

計費」が重視され、中央最低賃金審議会は過去最大となる引き上げ目安額３０円

を示した。これを受け、熊本地方最低賃金審議会は、目安を２円上回る時給８５

３円とするよう熊本労働局長へ答申したが、原材料価格の高騰に加え、価格転嫁

が難しい県内の中小企業・小規模事業者への影響は計り知れず、熊本地震、新型

コロナ、豪雨災害の影響がいまだ残る中、事業継続や雇用維持に多大な影響を及

ぼしかねない。 

物価高の影響を考慮すれば、地方審議会の決定における、国の目安までの引き

上げはやむを得ないにしても、３要素の一つである「通常の事業の賃金支払能力」

が軽視され、それを上回る目安が示されたことは、地域の経済・雇用の実情に応

じた審議が行われたとは言い難い。そもそも、厚生労働大臣から中央最低賃金審

議会への諮問において、全国加重平均１，０００円以上を目指すことを掲げた「経

済財政運営と改革の基本方針２０２２」に配意するよう通達されていることは、

もはや最低賃金審議会の本来の機能が十分果たされているとはいえず、制度疲労

が生じていると考えられる。 

ついては、現行の目安制度を含めた最低賃金制度のあり方を抜本的に見直して

いただくようお願いしたい。 

 

２．中小企業の労働力確保、生産性向上に対する支援 

（１）「２０２４年問題」に対応するための取組みの推進【新規】 

昨年１２月公表の「価格交渉促進月間フォローアップ調査結果」の業種別集計

において、「トラック運送業」は、発注側企業から価格転嫁に最も応じてもらえな

い業種として挙げられた。国内貨物輸送の９割以上を担っているトラック運送業

界は、国民の暮らしと地域経済を守るためのライフラインとして国内物流の中心

的な役割を果たしているが、深刻な「運転手不足」と「働き方改革への対応」と

いう大きな課題にも直面している。このままでは、年々加速する物流需要に対応

できなくなる「物流クライシス」になりかねない。また、トラックドライバーの

時間外労働の上限規制が適用される、いわゆる「物流の 2024 年問題」は、10 兆
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円を超える規模の経済損失になるとも試算されており、物流の停滞が経済全体の

成長を制約しかねず、さらには消費者の暮らしにも悪影響を及ぼすことも懸念さ

れる。燃料価格の高騰や賃上げへの対応が、物流事業者の収益を圧迫し企業経営

に大きな影響を及ぼす中、物流業界の多くは経営基盤がぜい弱な中小企業・小規

模事業者であり、このような状況が長期化すれば、安定的な輸送力を確保できな

くなることが懸念される。 

ついては、業務用トラックを有する事業者への支援措置として、軽油引取税の

負担軽減及び輸送に不可欠な高速道路の利用料無償化をお願いしたい。 

また、物流事業者が行う価格転嫁や労働環境改善の交渉を後押しするためにも、

原油高や人件費アップに伴うトラック運賃への価格転嫁について一般消費者を含

め社会全体での理解促進・啓発をお願いしたい。 

さらに、物流事業者が取り組む人材確保やドライバーの処遇改善、省人化に対

する支援、また荷主企業も含めた積極的な物流効率化の取組み促進・機運醸成を

お願いしたい。 

 

（２）環境変化に応じた人材確保等への支援 
コロナ禍で従業員の離職を余儀なくされた事業者は、経済活動再開に伴い、新

たな人材確保が急務となっている。加えて、熊本はＴＳＭＣをはじめ半導体関連

企業の進出による先端技術に通じた専門人材の確保や育成が大きな課題になって

おり、こうした一連の動きを起因とする全産業を巻き込んだ労働移動が懸念され

ている。 
ついては、ＤＸの推進や省力化への投資支援を含む、環境変化に応じた事業者

の人材確保等への特段の支援をお願いしたい。 
また、コロナ禍で、テレワークや地方のサテライトオフィス化等が注目され、

人材の大都市圏から地方への分散が進んでいる。ついては、都市部にＵＩＪター

ン推進のための窓口を創設するとともに、地方への移住・定住を促進させる税制

優遇措置、雇用補助、地域の空き家対策との連携強化など支援策の強化をお願い

したい。 
 

（３）インボイス制度の導入ならびに電子帳簿保存法対応に向けた支援 
令和５年１０月に導入予定のインボイス制度において、適格請求書発行事業者

の登録を行っていない事業者は取引から排除される恐れがあり、特に免税事業者

が多い小規模事業者には制度の十分な周知が求められる。令和５年度税制改正に

おいては、インボイス制度の登録申請期限延長をはじめとする負担軽減策が講じ

られ、電子帳簿保存法についても要件緩和がなされるなど中小企業・小規模事業

者への配慮がなされている。 

ついては、当該事業者への指導・助言をはじめ、制度導入にかかる負担軽減措

置や電子帳簿保存法における電子取引データ保存に関する要件緩和策の積極的な

広報に取り組んでいただき、制度導入にあわせてデジタル化を推進しようとする

事業者に対する手厚い支援をお願いしたい。 
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（４）デジタル化・ＤＸ対応への支援策の拡充 

中小企業が人手不足を克服するためには、従来よりも少ない人員でより高い付

加価値を生み出すことができる体制を目指し、デジタル化・ＤＸによる労働生産

性の向上が求められる。 

ついては、中小企業・小規模事業者がデジタルを活用することで持続的成長が

可能になるよう、ＩＴ活用・導入関連補助金等の支援策の継続・拡充をお願いし

たい。 
また、デジタル活用・導入に際して、適切な情報提供のほか、人材育成、専門

家派遣等の一層の支援をお願いしたい。 
さらに、近年、デジタル化の加速に伴い、企業を標的としたサイバー攻撃は急

増しており、またその手法も巧妙化・高度化しているが、中小企業・小規模事業

者においては情報セキュリティ対策が手薄なままである。そのサイバー攻撃の影

響は大企業にも被害が波及するなど、サプライチェーン全体に影響を及ぼしかね

ないため、中小企業・小規模事業者におけるサイバーセキュリティの強化、また

サプライチェーン全体でのセキュリティを確保するための支援をお願いしたい。 
 

（５）人材の流出が著しい観光関連産業の労働力確保に向けた取組み【新規】 
  コロナ禍の３年間、度重なる人流抑制により需要が激減し、観光関連産業の就

労者数は相当数減少した。現在は、コロナ感染状況の落ち着きと、全国旅行支援

が延長されたこともあり、観光地は賑わいを取り戻しているが、コロナ禍による

離職者の増加に加え、休日・休暇の少なさや賃金水準の低さなどを背景とした従

来からの慢性的な人手不足に拍車がかかり、観光施設やホテル、交通事業者など

では一部サービスを制限し営業している事業者も多く、需要の回復に供給が追い

付いていない状況にある。 

ついては、観光関連産業の労働力確保のための助成制度の創設など政策面も含

めて支援の検討をお願いしたい。 

  

（６）多様な人材が活躍できる環境の整備 
地域経済の活動の中核を担う中小企業では、人手不足が顕著化しており、人材

確保や人材育成が大きな課題となっている。 

ついては、人材確保に向けたマッチング支援及び社内人材のリスキリング・教

育訓練に関する支援を強化されたい。 

また少子高齢化を背景とした生産年齢人口の減少を解消するためには、女性や

高齢者、障がいのある方等、多様な人材が活躍できるマッチング支援や就労環境

の整備が必要である。このため、待機児童解消等の施策を着実に実施するととも

に、働きやすい職場環境整備に取り組む企業へのインセンティブ付与等、支援措

置を講じていただきたい。 

外国人材については、出入国管理法の改正により平成３１年４月より新たな在

留資格が創設される等、受入環境が整備されつつある。特定技能を含む外国人の

就労が、大都市圏等特定の地域に集中するのではなく、地方にも分散し、同じ企

業に長く在籍するインセンティブが生じるような制度・取組の実現に配慮してい

ただきたい。 
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また、地方には外国人労働者を初めて雇用する企業も多く、受け入れに対し不

安を抱えていることから、特に住環境の整備の他、外国人雇用に際して必要とな

る対策の周知や助言等、相談機能の強化・拡充をお願いしたい。 

加えて、外国人留学生が引き続き日本で就労できるよう、在留資格制度の見直

しや企業とのマッチング等、採用・定着にかかる施策の促進をお願いしたい。 

なお、政府においては、技能実習制度および特定技能制度の見直しが検討され

ているが、熊本ではＴＳＭＣをはじめとする半導体関連企業の活発な進出により、

同制度の対象外業種である運輸業（運送・倉庫）等の人手不足が顕著であること

から、特段の配慮をお願いしたい。 

 

３．中小企業の自己変革や新たな挑戦を後押しする支援策の拡充 

（１）新製品・サービス開発及び新たな販路獲得に向けた支援策の拡充 
新分野への進出や新製品・サービスの開発は、価格競争から脱却するだけでな

く、革新的な技術やイノベーションの端緒となり、国内の産業力の底上げに寄与

するものである。 
ついては、「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」及び「もの

づくり・商業・サービス高度連携促進補助金」をはじめとした新分野進出や新製

品・サービス開発に係る助成制度や金融支援の拡充、並びに、成長分野への進出

やイノベーションの妨げとなる規制・制度の改革をお願いしたい。 

また、「小規模事業者持続化補助金」は、小規模事業者の販路開拓・拡大やコ

ロナ禍の持続的な経営改善支援策として極めて有用であることから、補助金の上

限額の引き上げや、事前着手の許容等、施策の継続・拡充をお願いしたい。加え

て、今日の事業組織形態の多様化を鑑み、一般社団法人等まで補助対象者を拡充

していただきたい。 

さらに、インターネット通販サイトを通じた国際的な電子商取引（越境ＥＣ）

の活用推進に向けた助成制度の創設とともに、事業者の輸出促進に向けた海外企

業とのオンライン商談やＷｅｂサイトの多言語対応等の環境整備、設備導入のた

めの支援強化をお願いしたい。 

 

（２）業態転換を後押しする支援策の継続・拡充 
経営環境の変化に対応していくために、中小企業・小規模事業者は、積極的に

ビジネスモデルの変革に取り組む必要がある。 
ついては、業態転換やビジネスモデルの変革といった事業再構築に挑戦する事

業者を対象とした事業再構築補助金の活用促進に向けた周知の強化をお願いした

い。 

また、本補助金は補助対象要件や対象経費が複雑である上、補助金額が 3,000

万円を超える場合は認定支援機関と金融機関の両方の確認が必要となる等、事業

者に過剰な負担がかかることから、事務手続きの迅速化および要件の簡素化をお

願いしたい。なお、採択事業者の資金繰り安定化のためにも、速やかな補助金の

交付をお願いしたい。 

加えて、昨今の原材料、資材の高騰や調達の遅延、停滞を背景に、採択事業の

遅れが多数発生していることから、補助事業の着実な実施の為、事業期間の延長

など柔軟な措置をお願いしたい。 
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（３）事業承継・事業引継ぎのさらなる機能強化 
経営者の高齢化に伴う「大事業承継時代」が進行する中、価値のある事業を次

代に円滑につなぐ準備が整わないまま、コロナ禍を機に倒産・廃業するケースが

増加している。現在、熊本県の強力なリーダーシップのもと、熊本県事業承継・

引継ぎ支援センターでは年々相談件数が増加しており、雇用や技術、優れたノウ

ハウを継承し、産業と地域の活力を維持するためにも、さらなる円滑な事業承継・

事業引継ぎへの対応が必要不可欠である。 

ついては、事業承継に対する早期対策の重要性への気付きと計画的な承継準備

の促進、並びに具体的課題への支援のため、事業承継に関する補助金の継続や補

助金額の拡充ならびに手続きの簡素化、売り手と買い手の段階的な情報開示によ

るマッチングの促進、グループ補助金活用事業者の事業承継に伴う財産処分発生

時の柔軟な対応、そして熊本県事業承継・引継ぎ支援センターへの支援強化をお

願いしたい。 

また、事業承継税制（特例措置）は、利用した中小企業の円滑な事業承継に大

きく寄与しており、今後も事業承継の永続的かつ強力に進めるために、2027 年 12

月の期限到来後の恒久化（一般措置と特例措置の恒久化を含む）をお願いしたい。 

さらに、特例事業承継税制の活用促進に向けた特例承継計画提出期限の無期限

延長等、事業承継に係るさらなる要件緩和、Ｍ＆Ａを後押しする経営資源集約化

税制の周知徹底をお願いしたい。 

加えて、中小企業等経営者はじめ支援機関、金融機関に対し、事業承継時に限

らず様々な機会を通じて「経営者保証に関するガイドライン」や「経営者保証改

革プログラム（個人保証人制度）」の周知徹底をお願いしたい。 

地域経済は、中小企業をはじめ、医療法人、公益法人、文化・伝統技能の後継

者を含む幅広い主体で構築されていることから、支援効果の向上、強化の観点か

らも対象者を限定すべきでなく、柔軟な制度運営に対して特段の配慮をお願いし

たい。 

 

（４）新たな経済の担い手育成に向けた支援 
コロナ禍により倒産・廃業が増加している中、創業・ベンチャー支援やフリー

ランスへの支援は、地域の新たな経済の担い手育成として強化・拡充が必要であ

る。そのため、ビジネスプラン策定支援など創業に対する幅広い支援の強化が重

要となっており、創業希望者の創業実現に資する創業支援事業者補助金や創業ス

クール事業、創業補助金、地域創造的企業補助金の再予算化をお願いしたい。 

また、創業を阻害する要因を排除するためにも、信用保証付きの創業融資にお

いて経営者保証を不要とする体制の整備をお願いしたい。 

さらに、国内の創業を増やすには、創業者を支援する施策に加え、創業希望者

を増やす取組みが重要である。ついては、創業することを将来の職業選択の一つ

として考えられるようにするため、地域企業と連携しながら、小・中・高・大学

等での起業家教育や起業マインド醸成に取り組んでいただきたい。 
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（５）グリーン成長戦略の中小企業への波及推進及び支援強化【新規】 
諸外国で地球温暖化、環境問題への対応が成長の機会として捉えられている中、

わが国においても、国際競争力を高める政策として国主導のもと、官民が一体と

なり地球温暖化対策に取り組まなければならない。国においては、２０５０年カ

ーボンニュートラルを宣言、その実行の道筋としてグリーン成長戦略を策定され

たところである。現在、大企業を中心にＳＤＧｓの観点も踏まえた取組みが進ん

でいるが、多くの中小企業においては、本戦略の取組みの重要性、必要性の認識

が不十分であり、取組みが進んでいない状況である。しかし、グリーン成長戦略

の推進は、エネルギー関連産業のみならず、住宅・建築産業や資源循環関連産業

などあらゆる分野の中小企業・小規模事業者まで波及すると考えられる。 

ついては、中小企業等が積極的に取組みを推進できるよう、脱炭素化効果の高

い設備導入にかかる補助金制度や税制の優遇措置等の負担軽減措置の支援をお願

いしたい。また、技術開発に取り組む事業者への資金や技術面での支援をお願い

したい。 

 

４．中小企業・小規模事業者の基盤強化・事業環境整備 

（１）コロナ禍の影響を受けた企業に対する継続的な支援 
  長期化したコロナ禍により打撃を受けた事業者への円滑かつ安定的な資金供給

の維持が引き続き必要である。 

小規模事業者の経営改善を資金面から支えるマル経融資（小規模事業者経営改

善資金）は、小規模事業者の多様な事業展開を支える上で重要性を増している。  

ついては、「新型コロナウイルス対策マル経融資」の継続・拡充を含む、融資金

額・融資期間・据置期間の拡充措置の恒久化や従業員要件の緩和など、多様化す

るニーズに対応した制度拡充をお願いしたい。 

また、コロナ関連特別融資について、据置期間が終了して返済が本格化する中、

売上が十分に回復していない事業者に対して、さらなる据置期間延長や、返済猶

予といった既往債務の条件変更など、事業者の実情に応じて柔軟に対応いただく

とともに、資本性劣後ローン等、財務安定化に向けた継続的な支援をお願いした

い。 

 

（２）中堅・中小企業等の財務基盤強化や雇用維持に資する税制措置 
新型コロナウイルス感染症の影響で多くの中小企業が疲弊したなか、中堅・中

小企業等の事業継続・雇用維持を支えるため、財政基盤の強化に資する税制措置

が必要である。 

ついては、資金繰りの改善や自己資本の充実等財務基盤を促すため、中小企業

者の法人税の軽減税率（１５％）の確実な延長、恒久化、並びに欠損金の繰越控

除の拡充や欠損金の繰戻還付期間の拡充をお願いしたい。 

また、納税猶予にかかる延滞税の免除に加え、休業や営業自粛等により赤字の

状況であっても負担が生じる固定資産税や社会保険料については、減免など負担

軽減措置をお願いしたい。特に軽減措置の対象外となる、中小企業に該当しない

地域経済の中核を担う中堅企業についても、固定資産税軽減措置の適用範囲の拡

大をお願いしたい。 
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さらに、所得拡大促進税制の延長と総額要件の廃止等要件緩和とともに、テレ

ワーク等促進の観点から、少額減価償却資産特例の拡充をお願いしたい。 

その他、法人税率引き下げの代替財源として法人事業税の外形標準課税を中小

企業へ拡大することは、雇用や賃金の抑制につながるもので断固反対である。ま

た、事業所税についても、中小企業と地域経済の成長を阻害するもので廃止をお

願いしたい。 

 

５．商工会議所の支援体制の強化等 

「小規模支援法」において支援機関として位置づけられている商工会議所等に

よる巡回を中心とした経営指導は、経営実態に通じる経営指導員が、専門家や国・

行政等支援策の活用等全体のコーディネートを図りながら、事業者の事業継続や

経営力向上を支援している。また、地域活性化につながる面的支援も行い、その

果たすべき役割と事業者からの期待は一段と大きくなっている。さらに、近年頻

発する大規模な自然災害発生時には、商工会議所等が被災事業者への支援を迅速

に展開し、災害時のセーフティネットとしての機能も果たしている。 

今般のコロナ禍で中小企業・小規模事業者が甚大な打撃を受ける中にあっては、

商工会議所は、国・地方自治体の支援策の相談・申請の窓口として地域事業者か

らワンストップであらゆる相談に応じ、地域経済の維持に尽力した。しかしなが

らコロナ感染症の長期化によるダメージが大きい企業が多く、昨今の物価高騰な

どもあり企業を取り巻く経営環境は厳しさが続いている。このような中、企業は

デジタル活用、人材不足、事業承継等の本質的な課題への迅速な対応が求められ

ており、支援機関である商工会議所のさらなる機能の強化が必要である。 

ついては、経営改善普及事業予算の十分かつ安定的な確保に加え、「経営発達

支援計画」、「事業継続力強化支援計画」に基づき実施する事業者の経営計画策定

や販路開拓支援事業及び災害対策、ＢＣＰ策定に対する継続的な支援とこれらの

実施にあたり、事業者をサポートする商工会議所の組織・機能強化に対する特段

の御配慮をお願いしたい。加えて、商工業者の支援拠点として、災害発生時でも

重要な役割を担う会館等の改修・移転等に伴う費用や組織内のＤＸ化について、

財政的な支援をお願いしたい。 

また熊本県では、ＴＳＭＣの進出を契機として台湾の人材確保や経済交流に対

するニーズが高まっており、熊本県商工会議所連合会では台湾の経済団体とのＭ

ＯＵ締結をはじめとした窓口機能を担い、台湾との積極的な交流を行っている。

この動きを加速化し、県内経済全体の利益の増進を図るためにも、行政と経済団

体が両輪となって推し進める必要があることから、さらなる積極的な後押しをお

願いしたい。 
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Ⅱ．社会資本整備・開発構想の推進 
 陸・海・空の交通インフラは、大規模災害時のリダンダンシー確保のみならず、

人流・物流をはじめとする経済活動の根幹をなすものであり、ストック効果の高い

社会資本の着実な整備について特段のご支援を賜りたい。 

 

１．社会資本整備 

（１）高速道路網及び主要道路網の整備について 
高規格幹線道路等の高速交通ネットワークの整備は、地域連携の強化や産業の

振興とともに大規模災害におけるリダンダンシーの確保の上で重要なインフラで

あり、ミッシングリンクの解消を着実に進める必要がある。 

しかし、熊本県内の広域的な活性化と経済の浮揚発展に寄与する国道・県道の

整備水準はまだ十分とは言えず、より一層の道路整備が不可欠な状況である。 

ついては、産業基盤の中核である高規格幹線道路網の整備をはじめとする域内

主要道路網を完成させるため、必要な予算確保並びに下記事項について特段のご

支援を賜りたい。 

記 

 《高規格幹線道路》 

  １．南九州西回り自動車道「水俣～県境」間の早期整備促進 

  ２．九州横断自動車道延岡線（通称：九州中央自動車道）「清和～蘇陽」間の早

期事業化 

 

 《地域高規格道路》 

  １．中九州横断道路の滝室坂道路等並びに「大津熊本道路」の早期整備促進 

  ２．熊本環状道路の早期整備促進 

  ３．熊本天草幹線道路の早期整備促進 

  ４．有明海沿岸道路の早期整備促進 

  ５．「熊本都市圏北連絡道路」「熊本都市圏南連絡道路」「熊本空港連絡道路」の 

早期実現 

 

 《国道》 

  １．直轄関係 

   ①国道３号植木バイパスの早期整備促進 

    ②国道３号「宇城～八代」間の４車線化 
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（２）熊本県内の港湾整備促進について 

熊本県内の港湾は、東アジア地域との活発な貿易や受入が再開したクルーズ船

をはじめとする観光面においてその重要性が年々高まっており、ＴＳＭＣの県内

進出や関連する企業立地が進み、また、官民の協議の結果、「八代港の中長期ビジ

ョン」が公表されるなど一層顕著に表れはじめることが予想される。 

一方で、企業は使用する船舶の大型化による海上輸送コストの削減が大きな課

題となっているが、船舶の大型化に対する港湾整備は遅れており、大型岸壁をは

じめとする港湾施設の更なる整備が必要である。また今後起こりえる大規模災害

に対応するため、耐震強化岸壁の整備も必要である。 

ついては、下記事項について特段のご支援を賜りたい。 

記 

 １．熊本港の整備促進 

  ・防災及び物流拠点としての機能強化を図る耐震強化岸壁の整備促進 

   ・水深１０ｍ岸壁等の整備促進 

   ・半導体関連企業の県内進出を契機とした物流拠点機能の強化 

   ・ＲＯＲＯ船を利用した大型機械輸送の利用促進 

   ・熊本港利用促進に向けたポートセールス活動の継続した推進 

   ・大型クルーズ客船の寄港誘致の促進と環境整備 

  ２．八代港の整備促進 

   ・水深１４ｍ航路の早期完成に向けた支援の継続 

・円滑な荷役環境の向上の早期整備 

・港湾整備事業（老朽港湾施設補修）の早期整備 

  ３．本渡港の整備促進 

・天草地域の海の玄関口である本渡港の海上アクセスや陸上アクセスの連携

を視野に入れた観光ネットワーク形成による地域間交流の活性化の推進 

 

（３）阿蘇くまもと空港の拠点性向上に向けたアクセス整備 

阿蘇くまもと空港は、２０２３年３月の国内線・国際線が一体となった新旅客

ターミナルビルの供用が開始され、交通の結節点としてはもちろん、地域活性化

の核施設として有機的な活用が期待される。中でも国際線は、東アジアの都市を

中心に、路線開拓を進める方針が打ち出されている。 

世界と地域にひらかれた「九州セントラルゲートウェイ」としての拠点性向上

を図るためにも、現在決定している空港アクセス鉄道「肥後大津ルート」の早期

整備促進をお願いしたい。 
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（４）熊本都市圏の渋滞緩和策について 

熊本市中心部では、ＪＲ熊本駅周辺や桜町バスターミナルが整備され、交通機

能の強化・拡充の好機を迎えている。 

一方、熊本都市圏の道路インフラは非常に脆弱であることから、中心部では慢

性的な渋滞が発生し、高速道路インターチェンジや阿蘇くまもと空港等の郊外部

から熊本市内に向かうアクセスは、激しい渋滞により目的地までの時間が読めな

い等の事態が頻発している。 

２０２１年６月、熊本県と熊本市が、今後２０年から３０年間の広域的な道路

交通の方向性を示す「熊本県新広域道路交通計画」を策定し、「１０分・２０分構

想」の主軸となる「熊本都市圏北連絡道路」「熊本都市圏南連絡道路」「熊本空港

連絡道路」の３つの路線が高規格道路に位置づけられた。熊本都市圏における円

滑なネットワークや災害に強い道路ネットワークの形成のためにも道路交通の強

靭化は、強固な都市基盤の構築に不可欠であり、下記事項の検討が官民連携で講

じられるよう特段のご支援を賜りたい。 

記 

１．熊本市中心部と高速道路や阿蘇くまもと空港を結ぶ都市高速道路等 

による道路ネットワーク構築 

２．市内の通過交通の排除及び渋滞緩和のための道路高架化 

３．多様な交通モードが連携可能な道路空間の創出 

４．公共交通の利活用や二次交通の整備推進 

 

（５）県道３４７号寺田岱明線の渋滞緩和について 

国道２０８号線玉名バイパスは、２０１１年（平成２３年）２月に全線開通し、

同年３月に開業した九州新幹線新玉名駅への主要アクセス道路としての機能を果

たしている。これにより当市中心部を東西に貫く主要幹線道路、県道３４７号線

（旧国道２０８号線）の慢性的な渋滞の緩和も期待されたが、特に朝夕の通勤・

帰宅時間帯においては、その効果がほとんど表れていない。 

とりわけ高瀬大橋は、市内中心部から植木・熊本方面に向かう車線が停止車両

で埋まり、緊急車両の通行に支障を来たす場面も見られるため、早急な対策が必

要である。 

また、今年度末には当市初となる産業団地が完成する予定であり、これに伴い

有明海沿岸部を経由し、当該県道に流入する交通量が増大、更なる渋滞を引き起

こす事が予想される。 

ついては、この渋滞問題を解決するため、下記の措置を講じられるよう特段の

ご支援を賜りたい。 

記 

  区間：繁根木交差点付近～桃田交差点（植木・熊本方面） 

  措置：高瀬大橋上の右折車線の延伸 

信号の時差の最適化および区間内の信号の連動 
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２．開発構想の推進 

（１）島原・天草・長島架橋構想及び九州西岸軸構想の実現について 
島原・天草・長島架橋構想は、有明海・八代海沿岸地域を環状に結ぶ広域交通

網を整備することにより、九州新幹線、空港、港湾等と一体となって、東アジア

をはじめとする国際的な交流基盤を形成するほか、大規模災害時における緊急避

難路や復旧・復興支援物資等を輸送する「命の道」としての機能も有している。 

一方、九州西岸軸構想は、長崎県、熊本県、鹿児島県にまたがる九州西岸地域

を、島原・天草・長島架橋を中核とした地域高規格道路で結ぶことにより、県境

を越えた相互交流・連携を可能にし、産業・経済・文化・観光等のつながりを持

つ新しい経済文化圏を形成しながら、地域の一体的な活性化を図る構想となって

いる。 

九州西岸軸は、九州西端において、太平洋新国土軸を受け止め、さらに、日本

海国土軸や西日本国土軸を結びつけ、国土軸の機能をより高める地域連携軸とし

て、国土全体の強靭化を図る上からも、極めて重要な役割を果たすものである。 

これまで、関係３県等においては、構想推進講演会や構想推進地方大会の開催、

関係地域間の積極的な交流を推進し、機運の醸成を図っている。また国、関係３

県等により、様々な調査が実施され、地震観測調査や船舶航行実態調査等のほか、

具体的な事業化を見据えた調査が進められてきた。 

特に人口減少が加速する中で、交流人口拡大による地方創生に向けた取組みが

進められており、両構想の実現は、その効果を大きく発揮する基盤となり得るも

のである。 

ついては、両構想の実現のため、下記事項について特段のご支援を賜りたい。 

記 

  １．天草・長島架橋及び島原・天草架橋建設に資する調査の再開 

２．島原道路の整備促進及び島原天草長島連絡道路の具体化に向けた検討の実

施 

３．必要な道路整備のための予算確保 

 

（２）八代・天草シーラインの実現に向けた推進について 
熊本県の基幹産業の一つである観光業の復興、物流機能の充実、また、災害時

における緊急輸送路や代替路の確保、救急医療活動の向上等、災害に強い地域づ

くりや地域の安全・安心を確保するため、交通基盤整備が必要不可欠である。 

八代・天草シーラインは、令和５年３月に公表された「八代港の中長期ビジョ

ン」において、観光・産業・防災面での効果が期待されることから官民一体とな

った取組みが必要と明記されている。現在、構想路線として位置づけられている

ものの、県南地域全体の交通網、産業・観光振興、災害発生時緊急道路に資する

ものであることから、具体的な計画路線への格上げが求められる。 

現在、八代市、上天草市それぞれの民間団体期成会において、組織力を強化し

ながら、八代・天草シーラインの必要性を広く訴えるためのシンポジウム開催や
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署名活動の実施等、地域住民の機運の醸成を図っており、実現のためにもその連

携をより強化していかなければならない。 

ついては、下記事項について特段のご支援を賜りたい。 

記 

１．構想から次の段階へ進むために、“八代・天草シーライン建設促進民間協 

力期成会”、“八代・天草シーライン建設促進協議会”との連携体制強化 

２．八代・天草シーラインの構想路線から計画路線への格上げ推進 

３．八代・天草地域の方々へのシーライン構想の浸透と盛り上がりを図るため、

“八代・天草シーライン建設促進民間協力期成会”、“八代・天草シーライ

ン建設促進協議会”さらには地域の皆様とも連携した、意見交換会、啓発

看板の設置、全国的な署名活動の実施 

  ４．アクセスや物流効率の向上を目的とした八代・天草シーラインにつながる

八代ＩＣから八代港への臨港線（熊本県道３３６号八代港線）は現在、通

行量が増加し、耐久性等が不十分であり、高規格道路としての整備 

 

（３）やつしろ物流拠点構想の推進について 
「やつしろ物流拠点構想」公表より５年間、官民一体となり構想を検証し、物

流と人流の可能性を引き出す為の事業課題抽出、八代の地理的ポテンシャルを最

大限生かす八代港を核とした「やつしろ物流拠点構想」として議論を深めてきた。 

その間に新大型ガントリークレーン設置、新コンテナターミナルの移設拡充、

クルーズ専用岸壁新設、くまモンポート八代の開園、また令和４年７月には、小

口混載の対応が可能なＣＦＳ倉庫が供用を開始されるなど、“活気あふれる九州の

ゲートウェイ”になりつつある。 

本構想は「八代港の中長期ビジョン」においてもその計画が反映されているが、

実現には長い時間を要することから、毎年確実に推進するために、下記事項につ

いて特段のご支援を賜りたい。 

記 

１．八代港までを結ぶ物流ネットワークとして、新八代駅周辺地区（約６０ha）

を活用し、「物流・交流・文化」をキーワードとしたまちづくり計画である

「新八代駅周辺グランドデザイン」に対する支援 

２．ＴＳＭＣの稼働に備え、新たなガントリークレーン等を設置した八代港の

利用促進 

３．九州各地からの農産物の収集促進・生鮮食品加工業の誘致と地域ブランド 

「ＹＡＴＳＵＳＨＩＲＯ」の確立 

４．ＣＦＳ倉庫（コンテナフレートステーション倉庫）の利用促進による定温・

低温倉庫の拡充と輸出拡大 

５．外港地区・加々島地区などのコンテナヤード及び倉庫等施設面積拡張 

６．ＤＸを利用した荷役作業や輸送手段の効率化と機能強化 
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Ⅲ．地域・観光振興の促進 

観光産業は、旅行業や宿泊業、運輸業のみならず、飲食業、サービス業、小売業、

第一次産業等、関連する分野が多岐にわたっており、広範な経済波及効果や雇用誘

発効果が期待される産業である。 

新型コロナウイルス感染症は、令和５年５月に感染症法上の位置づけが５類に引

き下げられ、法律に基づいた外出自粛の要請などはなくなり、今後、人流・物流と

もに増加し、観光産業を中心として経済活性化が期待される。外国人観光客につい

ても、令和５年４月の訪日外客数（推計値）が 200 万人に迫る 1,949,100 人と、コ

ロナ禍で急減した令和２年２月以降で最高を更新した。 

こうした中さらなる国内観光の促進、クルーズ船の寄港再開などインバウンドの

受け入れに向け、国は経済の正常化に向けた観光需要の回復に動き出しており、県

内観光地においてもハード・ソフト両面のさらなる充実が求められる。 

ついては、地域・観光振興の観点から、下記事項に関する特段のご支援を賜りた

い。 

 

１．観光産業の需要回復と事業継続に向けた支援 

（１）実効性の高い観光需要策の促進 
観光需要喚起策「ＧｏＴｏトラベル」事業に代わる「全国旅行支援」について、

この３年間、行動が抑制された国内の潜在的需要は、十分に存在していることか

ら、全国を対象とした需要喚起策を当面の間継続し、真の需要回復と観光業者の

救済に繋がる仕組みづくりをお願いしたい。 
観光需要回復に向けては、地域限定クーポン券、高速道路料金の減免等、消費

者の旅行マインドを持続させる取組みや、広く地方に行き渡る仕組みづくり等に

ついても検討いただき、早期に効果が見込まれる国内観光消費への手厚い支援を

切にお願いしたい。 

 

（２）観光産業の事業継続支援 
宿泊・交流をはじめとした観光産業事業者は、人の移動・交流の制限などによ

り３年以上にわたり安定した収入がなく、売上が著しく減少するなど、極めて厳

しい状態が続いていたが、感染状況の落ち着きや旅行支援策、水際対策の緩和な

どから持ち直しつつある。しかしながら、観光業界では従来からの人材不足に拍

車がかかり、需要が増えても受け入れるだけの体制整備ができていない現状があ

る。加えて、コロナ関連の融資返済が始まり、経営状況は一向に上向いていない。 
ついては、当面の資金繰りや設備投資等に対する財政面での強力な支援をお願

いしたい。 
また、各種税や社会保険料の会社負担分等は、昨年に引き続き１年の納付猶予

が受けられることになっているが、本措置には延滞金が発生する仕組みとなって

いる。延滞金が企業経営の圧迫につながらないよう、延滞金の撤廃をお願いした

い。地方税や地方公共団体の各種利用料金の減免等については、自治体の裁量で
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不公平が生じないよう全国一律に減免し、減免分を地方創生臨時交付金等で補う

ことで間接的に事業者を救済いただくようお願いしたい。 
今後は納付の猶予を申請した複数年分の支払期限が到来するが、安定した収入

が見通せない中で、一括納付は困難であることから、政府系金融機関による融資

制度を創設いただき、実質的に分割納付ができる仕組みづくりをお願いしたい。 
 

（３）感染症類型の２類相当から５類への引き下げ後の対応【新規】 
新型コロナウイルス感染症の感染症類型について、令和５年５月８日から２類

相当から５類へ引き下げられ、感染者に対する入院勧告や就業制限、外出自粛要

請などがなくなった。地方経済を一刻も早く回復させるためには、コロナ禍前の

日常に戻すことがなによりも肝要であり、今回の措置により日常生活の正常化及

び経済活動の回復が十分に期待される。 
ただ、５類への引き下げを懸念する声も聞かれており、引き続き、重症患者の

治療にあたる緊急医療体制をしっかりと整備し、医療現場のひっ迫を回避する対

策を講じていくことは重要であり、加えて、医療費や検査費用についても、公費

負担に戻し、段階的に通常の保険診療に移行するよう見直しをお願いしたい。 
 

２．地域への波及効果の高い観光の振興 

（１）本格的なインバウンド再開を見据えた受け入れ促進 
阿蘇くまもと空港について、２０１９年８月時点で４路線あった国際線は、コ

ロナ禍において運休や廃止となり、令和５年６月時点でソウル線の運航が再開し、

９月からは、スターラックス航空（１日～）・チャイナエアライン航空（１８日～）

それぞれによる熊本・台北間の定期便就航が予定されている。今後のインバウン

ドの受け入れを加速化させるためにも、アジアをはじめとする海外定期便の誘致

を実現していただきたい。 

また観光消費の拡大には、一部の都市に集中する旅行者を各地に分散・拡大し

ていくことが必要であることから、熊本の拠点性を更に高め、阿蘇くまもと空港

の九州におけるハブ機能の強化を図り、さらには各地固有の歴史・文化遺産など

地域資源の磨き上げ、商品・サービスの多言語対応や新たな特産品・観光商品の

開発への支援をお願いしたい。  

その他、ゴルフ場利用税や入湯税について消費税同様の外国人観光客対象の免

税制度創設について検討をお願いしたい。 

 

（２）地域の歴史・文化遺産の利活用促進【新規】 
インバウンドの受け入れ強化など、さらなる観光振興に向けて、各地域がもつ

歴史や文化財などを最大限利活用し発信していく必要がある。しかしながら、文

化財や特別史跡については、その保護の観点から厳しい規制が敷かれ、柔軟な利

活用が困難な状況である。国際的なＭＩＣＥ推進に向けてもユニークベニューの

ような取組みは有効であると考えられ、文化財保護法や都市計画法に基づく規制

の緩和をお願いしたい。 
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（３）観光を支える交通基盤への支援 
新型コロナウイルスの感染拡大により、地方空港は国内外の発着便の激減で、

経営に壊滅的な影響が出ている。首都圏や関西圏から地理的にも離れている本県

も、観光振興を図るうえで、航空路線の維持・充実が必須である。一日も早くこ

れまでの便数と同程度の供給量を確保するためには、国や自治体の支援が不可欠

であり、航空会社（コミューター航空会社を含む）への直接支援も含めた様々な

施策を実施していただきたい。 
また、九州全体の観光活性化を推進するためにも、九州内の複数の空港とその

間を結ぶ鉄道等が広域で連携して観光客を誘致・回遊させる方策について支援を

お願いしたい。 
さらに、地域において観光振興を図るには、観光資源へのアクセスの改善や周

辺地域との連携が不可欠であり、二次交通の充実に向けた支援をお願いしたい。 
その他、多様な観光ニーズ及び新型コロナウイルスの感染拡大防止への対応の

観点からも、旅行者・地域双方の移動ニーズに対応するＭａａＳのさらなる普及

促進、地域公共交通の連携推進への支援拡充をお願いしたい。 
 

（４）ビジネスイベントや国際会議を始めとするＭＩＣＥの誘致推進【新規】 
  令和４年に熊本市で開催されたアジア・太平洋水サミット、全国都市緑化フェ 

 アでは、コロナ禍であっても国内外から相応の来街者があり、交流人口の増加に 

貢献するものとなった。回復基調にある観光需要の更なる拡大、「くまもと観光立 

県推進計画」の実現に向けて、ビジネスイベントや国際会議といったＭＩＣＥの 

積極的な誘致活動を実施していただきたい。 

 

＜県内各地の地域・観光振興策について＞ 

３．ＪＲ肥薩線の早期全線復旧と SL 人吉の保存・展示 

令和２年７月豪雨災害により壊滅状態となった肥薩線については、莫大な復旧

費に加え赤字路線の継続が大きな課題となっている。国、県、JR 九州による検討

会議や沿線自治体による再生協議会において、肥薩線の復旧と継続についての協

議・検討が進められているが、現在のところ復旧の決定には至っていない。 

また、SL 人吉が建造から１００年を迎え、老朽化したことから本年度をもって

運行を終了することとなった。これまで人吉の観光に多大の貢献をした SL 人吉を

引退後は、人吉駅構内で保存・展示することで新たな観光スポットを造成したい。 

ついては、沿線自治体にとって重要な生活路線であり、人吉観光の貴重な観光

資源である肥薩線の早期全線復旧と SL 人吉の保存・展示に特段のご支援をお願い

したい。 
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４．阿蘇の世界文化遺産登録に向けた支援 

阿蘇地域においては、令和３年３月に新阿蘇大橋が開通し、これにより“熊本

の宝”である阿蘇方面の交通アクセスが復旧した。また、北側復旧ルートが熊本

県新広域道路交通計画において中九州横断道路の一部に位置づけられ、将来的に

同ルートが横断道路につながることへの期待感も大きい。 

「阿蘇」は世界遺産登録の暫定一覧表候補のカテゴリーIa に位置付けられてお

り、現在、構成資産の文化財国指定等に向けた取組みが着実に成果を上げている。

ついては、令和３年３月、国の文化審議会が文科相へ充実を答申した世界遺産暫

定一覧表への追加記載へ強力な支援をお願いしたい。 

 

５．天草市が進める回遊性観光の確立について 

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」は、世界文化遺産としての登録

を契機に﨑津今富地区の文化的景観整備が進み、また、五和町には天草イルカセ

ンターも開業する等、天草市が進める回遊性のある観光が整いつつある。 

しかしながら、天草市牛深は、各旅行業者が企画する天草観光ツアーのルート

から外れており、全天草における回遊性のある観光を確立するための打開策は、

牛深漁港跡地の観光拠点としての再開発にかかっている。 

また、“牛深～蔵之元”間のフェリー航路は、国道フェリーとして他県との観

光や経済交流のルートであり、さらには、災害時の物資輸送も含めた唯一の公共

交通機関として重要な航路であるにもかかわらず、１日９往復便と少なく、しか

も毎年１回の定期船舶検査時には代替え船も無いことから、約１週間の欠航を余

儀なくされている。 

ついては、牛深を“天草南の玄関口”と位置づけ、交通アクセスの利便性向上

と観光拠点づくりのためにも、下記事項について支援をしていただきたい。 

記 

１．新幹線～シャトルバス～フェリー～天草までの交通手段の一層の充実と鹿

児島県出水駅及び国道３号及び南九州西回り自動車道から天草方面への観

光案内板の設置や世界遺産登録の告知の充実 

２．牛深～蔵之元間フェリーの整備助成の継続、災害時における生活物資輸送

等も含む対応のため新船及び予備船の確保、利用客の安全や利便性向上設

備の設置、駐車場の整備充実等の検討 

３．牛深港台場地区（漁協跡地）の観光拠点となりうる有効的な再開発、 

宿泊施設や海洋レジャー施設・販売拠点整備等を含めた跡地再開発整備に

対する支援 

４．牛深ハイヤ大橋の恒久対策の早期実現 

  ハイヤ大橋の恒久対策のための予算措置と進展状況の定期的な説明、 

また、修復工事の際の物流や交通安全に十分に配慮したう回路等の整備 
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６．ユネスコ無形文化遺産に登録決定された「野原八幡宮風流」の   

観光資源としての活性化支援 

荒尾市の菰屋（こもや）、野原、川登（かわのぼり）の３地区にそれぞれ伝わる

稚児による太鼓踊で、野原八幡宮の祭礼で毎年奉納される「野原八幡宮風流」は、

各地区２人の稚児が小太鼓と大太鼓を打ちながら踊るもので、稚児の古風な所作や

色鮮やかな衣装等に風流の芸能の特色が現れている。 

約７７０年の歴史があるとされ、特に公家と武士の文化の融合が見られる点は、

他地域の風流と一線を画していることもあり、令和３年３月１１日に国指定重要無

形文化財、令和４年１１月３０日に県内で２件目となるユネスコ無形文化遺産に登

録決定された。 

これら無形文化遺産の保護・維持及び地域観光振興資源としての有効活用を図

るうえでも、特段の支援をお願いしたい。 

 

７．くまモンポート八代の利活用について 

くまモンポート八代は、国内外から多くの観光客を誘致し、県南地域のにぎわ

いを創生することが期待されており、「八代港の中長期ビジョン」においてもくま

モンポート八代を拠点とした観光の活性化を目指すことがうたわれている。新型

コロナウイルス感染症が２類から５類へ変更されたことにより再開した外国クル

ーズ船について、さらなる入港数の増加を促進するための営業活動や施設整備な

ど、県南地域の観光振興につながる施策の実施をお願いしたい。 

また、公園内には芝生広場やくまモン像が設置されており、地域住民や家族連

れなどが気軽に楽しめる空間となっている。しかし、現在は公園内の施設や設備

が不十分であり、さらなる利用者の増加や満足度向上には限界があることから、

日常的なにぎわい創出に貢献する公園内の遊具やイベントスペースなどの整備、

また、駐車場・公園の使用料のイベント開催時の無償化・軽減処置の継続をお願

いしたい。 

更に９月からは、熊本・台北間の定期便就航が予定されるなか、阿蘇くまもと

空港から八代への足となっている「ばんぺいゆ号」を利用し、くまモンポート八

代までの路線の延長をお願いしたい。 

 

８．くまもと県南フードバレーについて【新規】 

県南フードバレー構想は、平成２５年３月に策定されてから１０年が経過し、

農林水産業をはじめ多数の事業所が登録されている。しかし、地域を挙げての６

次産業化や農商工連携による高付加価値化、アジアとの貿易拡大、首都圏等への

販路拡大などが進んでいない。「フードバレー構想」も一定の効果があるものの、

地域住民に浸透しておらず、爆発的なヒット商品などなく、大都市圏からの攻勢

や大手企業の資金力や提案力に押されている。これでは、地域経済の発展に必要

な一体感が生まれない。 
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このような状況を打破するために、下記の点についてご支援を賜りたい。 

記 

１. 広域的な経済連携の観点から、情報交換や協力体制の構築のための県南に

所在する商工経済団体等が参加する会議の設置 

２. 全国・アジア・世界への販路拡大に向けた、地域ブランドから県南ブラン

ドへの転換のための統一的な戦略やプロモーションの展開 

 

９．エコパーク水俣の施設の充実について 

「エコパーク水俣」は八代海に面した広さ４１ｈａの花と緑に囲まれた美しい

公園である。２０１９年度は、３月に南九州西回り自動車道水俣ＩＣが開通した

こともあり、２６万５千人が来場した。 

水俣商工会議所では「恋龍祭」や「みなまた物産展」を、エコパーク水俣を会

場に実施し、多くの市民に楽しんでもらっている。 

２０２２年度は「恋龍祭」・「みなまた物産展」・「みなまた花火大会」の各イベ

ントを集約して実施し、２日間で水俣市の人口を上回る約３万４千人の来場者で

賑わった。 

また、エコパーク水俣の来場者は４１万１千人と、前年度より約１９万人も増

加した。今後もイベント等やスポーツ大会の会場として憩いや安らぎ、スポーツ

を通じた教育施設として、これまで以上の来場者の増加が見込まれる。 

しかし、課題として、各種イベントやスポーツ大会誘致に対応した全天候型多

目的施設の整備や、恋龍祭やみなまた花火大会への来場者数の増加に伴うトイレ

や休憩施設の不足、エコパークへのアクセス道路の整備といった利便性向上のた

めのインフラ整備が急務となっている。 

また、利用者の年代層も幅広く、交通手段も多様化することから、今後は肥薩

おれんじ鉄道を利用した来場者の増加も見込まれる。 

ついては、水俣への集客施設として経済効果の一翼を担っているエコパーク水

俣が魅力ある公園として充実するために、下記事項について支援をしていただき

たい。 

記 

１．エコパーク水俣の施設の充実 

・各種イベントやスポーツ大会誘致に対応できる「全天候型多目的施設」の 

整備 

・増加する来場者へ対応した「椅子・日よけ・トイレ」などの施設の充実 

２．エコパーク水俣へのアクセスの充実 

・エコパーク水俣へのアクセス道路の整備（水俣市道「汐見町 1 号線」等の

拡幅工事） 

・国道３号への「水俣広域公園（エコパーク水俣）」案内看板の設置 

・来場者の増加に対応するための肥薩おれんじ鉄道「エコパーク水俣駅（仮 

称）」の誘致
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